第１３章　金融
　
第二次石油ショック以降５次にわたって引き上げを余儀なくされた公定歩合も、その後景気にかげり現象がみえ始め、55年８月以降は、４次にわたり、3.5パーセント引き下げられた。
　また、窓口指導が各行の自主計画を基本とする方式に移行するなど、金融の量的緩和が進んでいる。通貨供給量もひところに比べ、伸びがやや鈍化しているが、名目成長率をかなり上回る伸びを維持している。
　しかしながら、ここ１年から２年、金融政策を取り巻く環境は厳しさを増し政策運営の自由度は狭められている。
　近年、我が国の金融市場は次第に国際化してきており、金利水準や円相場は海外金利の影響を受けやすくなっている。我が国の56年以降の円安局面は、アメリカの高金利の影響を受けたものである。
　57年度に入ってアメリカの高金利は低下傾向を示したが、日米間の金利差が依然として大きいことに加え、国際金融不安の発生でドル選好が一層強まった為、円安傾向が続いた。
　また、円安そのものが、長期債市場における投資家の買い控えを誘発し、国債の大量増発懸念と相まって、長期金利の高止まりとなった。
　このような状況の中で府下の金融事情をみると、大阪銀行協会社員銀行の57年12月末現在の預金額は22兆1862億円となり、前年と比べて１兆2515億円（6.0パーセント）増加となっており、前年の１兆8291億円（9.6パーセント）を下回っている。
　また、貸出金は23兆5383億円で、前年比２兆1487億円（10.0パーセント）の増加となった。株式市場は、最初円安、米の高金利政策等により低調であったが、秋口以降の世界的な利下げ機運の台頭、ニューヨーク等海外主要株式市場の反騰、円相場の回復、更には海外投資者による需要増など市場内外要因の好転に伴い、250種修正株価平均も一挙に史上初の8000円台乗せを示す等高騰場面に転じた。
　又、債券市場でも、円安や赤字国債の大量増発予想に伴う需給関係の悪化懸念等の為、６月以降は低迷を続けたが、大発会の売買高が160億円、３月の売買高が月間で1641億円とそれぞれ過去最多を記録したりと、５月中頃までの堅調な推移により、年間を通しては、対前年比65.8パーセント増となった。
　企業の倒産状況をみると、年間で2095件となり、52年の2093件を２件上回る史上最高を記録した。金融の質・量とも、大幅に緩和されているにもかかわらず、このように倒産が高水準に推移したのは、円安によるコスト高と、産業構造や消費構造の変化に、中小企業が対応出来なかったことが要因と思われる。
　しかし、内外金利差縮小が円相場安定につながるとの見方を変えない日本銀行は、景気対策としての利下げには消極姿勢を崩してはいない。
